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                           担い手とJAの創意工夫ある販売を拡大 

○ JAは、地域内の消費者を中心とした精米販売や加工・小売業者への販売など、自らの創意工夫と経営判断に基づく販売を拡大。
また、生産から販売まで創意工夫ある取り組みを行う担い手に対して、各段階のコスト削減や消費者販売等の取り組みを支援。 

○ 連合会は、インターネットを利用して農畜産物を購入する消費者の増加に対応して、インターネット通販会社と提携し、担い手・JAの
消費者への販売を支援。 

○ JA及び連合会は、卸売業者を中心とした販売から、中食・外食・小売等最終実需者のニーズに応じた生産・販売に転換し、実需者
との事前契約に基づいて農業者からの買取販売を拡大。 

○ 飼料用米の生産拡大に生産者が取り組みやすい環境を整備するため、27年度より全農による飼料用米の農業者からの直接買取
方式を導入。(26年度取扱量18万トンの3倍強の60万トンを27年度に買取予定) 

販売(米) 3-2 

JA改革 3.組合員の多様なニーズに応える事業方式への転換を加速化する 

全農本所による飼料用米の生産者買取スキームのイメージ 図14 

（図13）：農林水産省「食料需給表」「生産者の米穀現在高等調査」 
              総務省「家計調査」、総務省「人口推計」、米穀機構「米の消費動向調査結果」、 
       農林中金総合研究所「農林金融」、食の安全・安心財団統計資料等にもとづく全農作成資料 
      (推定値を含む)を全中にて構成。23年度を基本。 
（図14）：全中作成 

       米の流通・消費構造の変化 (H13年→H23年) 図13 
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                            生産資材価格の引き下げと低コスト生産技術の確立・普及 

担い手経営体のニーズに対応し、生産資材価格を引き下げるため、一律的な価格体
系に基づく購買方式の見直し等を以下のとおり実践。 
  ○ 取引条件に応じた弾力的な価格設定 
  ○ 生産資材に関する後戻し奨励等の価格算入 
  ○ 物流の広域化、配送体制の見直し、農業者への生産資材の直送 
  ○ ホームセンター等調査に基づく弾力的な価格・手数料設定 

(資料) 事例調査をもとに全中作成 

JAにおける担い手への弾力的対応(事例) 図15 

生産資材価格 3-3 

JA改革 3.組合員の多様なニーズに応える事業方式への転換を加速化する 
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                生産資材価格の引き下げと低コスト生産技術の確立・普及 

 鉄コーティング水稲直播栽培を活用した省力化による水稲の生産費削減の試算 図16 

(資料) 全農資料をもとに全中作成 

低コスト生産技術 

低コスト生産技術の確立・普及等により、生産コストを引き下げるため以下の取り組みを実践。 
○ 土壌診断に基づく無駄の無い施肥やＰＫセーブ等の低成分肥料への銘柄集約等による肥

料コストの引き下げ 
○ 鉄コーティング水稲直播栽培等の省力技術、水稲育苗箱全量施肥栽培等の確立・普及 

鉄コーティング種子の無人ヘリによる水稲直播栽培とＰＫセーブの活用 
による慣行施肥・栽培により生産コストを約20％引き下げ(全農試算) 

3-3 

JA改革 3.組合員の多様なニーズに応える事業方式への転換を加速化する 

無人ヘリコプターによる播種 鉄コーティング種子 

鉄コーティング水稲直播栽培 

鉄でコーティングした種子(鳥による食害を受けにくい、水に 
浮きにくい)を利用した、育苗・移植作業を軽減する省力化技術 
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                          一元的な輸出体制の構築による輸出額10倍超の実現 輸出 

JAグループ輸出拡大戦略の構築イメージ 全農の外食店舗の海外展開 

○ JAグループ輸出推進協議会において、平成27年3月までに一元的な輸出体制の構築をすすめ、
年間輸出額10倍超(24年度実績38億円からの10倍超)を目標として、取り組みを展開。 

○ 輸出向け農畜産物の一元的なデータベースの構築、海外バイヤーとのマッチング、物流の一元
化、輸出先の開拓、地理的表示制度を活用した産地ブランドづくり等を実践。 

○ 国内外の外食産業と連携し、海外における焼肉・和食レストラン等の展開により海外販売拠点を
拡大。 

○ 経済界とも連携し、輸出先国の動植物検疫や衛生基準の緩和、輸出規制の撤廃等を国に働き
かけることにより輸出環境を整備。 

図17 図18 

(資料)  全中作成 (資料)  全中作成 

3-4 

JA改革 3.組合員の多様なニーズに応える事業方式への転換を加速化する 
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             担い手の育成を強化する 営農指導 

○ 地域農業戦略に基づく担い手育成に向けた取組み(農地集積、新規就農支援、JA出資型農業法
人の設立等)の加速化。 

○ 大規模化・多様化がすすむ担い手経営体に対しては、専任担当者(TAC)等による個別対応を拡
大。JAでの対応が困難な担い手経営体に対して、連合会・中央会(県担い手サポートセンター)の
個別対応による高度な総合支援(指導・販売・購買・農業金融・共済等)を実施。 

○ 営農指導員等の農業者個々に対する課題解決力や販売企画力の向上を目的とした人材育成の
強化、専門能力向上に資する人事ローテーションの見直し、営農指導員等の適正人員の確保など、
営農経済事業の人員体制を強化。 

連合会等による担い手経営体への個別対応 (JAグループ鹿児島の事例) 営農指導員等の人員体制 

営農指導員  14,595人 (26年4月1日現在) 
  (21人/1JA) 

TAC    1,706人 (25年度、281JA実施)  
   (6人/実施1JA) 

担い手金融 
リーダー   2,013人 (25年度) 

図19 図20 

4 

(資料) 全中作成 

JA改革 

(資料)  全中作成 
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            JAの業務執行体制(ガバナンス)を強化する 

JAにおける理事の構成 

理事会方式採用JAにおける役員選出枠 図22 

図21 
JAにおける女性の運営参画状況 

図23 

担い手経営体、多様化する組合員・女性による、JA事業への意思反映を強化し、迅速な意思決定をはか
るため、以下によりJAの業務執行体制を強化。 
○ 理事等の「担い手枠」(生産部会、農業法人、青年部の代表者等)及び「女性枠」の設定・拡大、地区選

出枠の見直し 
○ 常勤の営農経済担当理事の明確化、理事会を補完する営農経済委員会や販売事業委員会等の設置 
○ 販売や経営など多様な分野の専門的な知見を有する学識経験者の活用 
○ 共同利用施設や一部事業を担い手の組織する営農組合や法人等に運営委託 

※ JAの積極的な事業転換を加速化するため、必要となる規制緩和等(定款変更にかかる行政庁の認可要件の緩和等)が必要 

5 ガバナンス 

JA改革 

（％）

資料：
役員数：全中「JA女性役員
等調査結果」
H17年～19年は9月1日、
20年は8月31日、21年以
降は7月31日現在

正組合員・総代数：全中
「全JA調査」4月1日現在
（総代の24・25年は女性理
事等調査）

女性役員数：理事＋経営
管理委員＋監事
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